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教育・保育の量の見込みと確保方策の見直しについて

（富山市子ども・子育て支援事業計画）

１．量の見込みと実績値の状況

平成２８年度末現在の保育の必要量の比較（市全体）  

 １号 ２号 
３号 

０歳児 １・２歳児 

計画値 3,679 人 6,356 人 1,301 人 3,784 人

実績値 3,414 人 6,678 人 1,455 人 4,045 人

差引 ▲265 人 322 人 154 人 261 人

乖離率 ▲7.2％ 5.1％ 11.8％ 6.9％

２．計画値と実績値の乖離の要因分析

  計画値における推計児童数に対して、０・１歳の児童がそれぞれ１５７人増、１１４

人増と大幅に増加していることや、支給認定割合も年々増加し、利用率も右肩上がりに

増加していることから２・３号認定の保育の必要量が当初の見込みよりも大幅に上回っ

たものと考えられる。

（１）平成２８年４月現在における児童数

年齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

計画値 3,034 人 3,172 人 3,248 人 3,306 人 3,400 人 3,394 人

実績値 3,191 人 3,286 人 3,252 人 3,281 人 3,355 人 3,420 人

差引 157 人 114 人 4 人 ▲25 人 ▲45 人 26 人

（２）平成２８年度末現在における未就学児総数に占める支給認定割合

年齢 ０歳 １・２歳 ３～５歳

計画値 6.8％ 19.6％ 51.5％

実績値 7.4％ 20.7％ 51.6％

（３）３歳未満の保育施設利用率の推移
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（４）就学前児童数、保育所等及び幼稚園等利用児童数の推移（参考）

３．要因分析に基づく量の見込みの見直し

推計児童数及び支給認定割合の実績や伸び率により、次のとおり平成３０年度以降の

教育・保育の量の見直しを行った。

（１）推計児童数の補正

  平成２７年度～２９年度の児童数の実績から各年度の伸び率の平均を算出し、平成３

０年度以降の児童数を見込む。

9,432 9,465 9,548 9,600 9,748 9,805 9,966 10,248 10,429 10,544 

4,500 4,324 4,291 4,192 4,098 3,912 3,711 
3,217 3,178 3,036 

21,984 21,697 21,456 21,185 20,836 20,680 20,362 20,105 19,785 19,510 
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保育所等利用児童数
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就学前児童数
（人）

（各年度５月１日現在）

（各年度４月１日現在）

（各年度４月１日現在）
（人）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ27→Ｈ28 Ｈ28→Ｈ29 平均

０歳 3,233 3,191 3,178 3,151 3,124 98.70 99.59 99.15

１歳 3,264 3,286 3,220 3,199 3,177 100.67 97.99 99.33

２歳 3,306 3,252 3,258 3,234 3,211 98.37 100.18 99.28

３歳 3,373 3,281 3,250 3,190 3,132 97.27 99.06 98.16

４歳 3,427 3,355 3,259 3,178 3,099 97.90 97.14 97.52

５歳 3,502 3,420 3,345 3,269 3,195 97.66 97.81 97.73

計 20,105 19,785 19,510 19,221 18,938 98.41 98.61 98.51

年齢
児童数（実績）（人） 児童数（見込み）（人） 伸び率（％）
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（２）支給認定割合の補正

  平成２７年度、平成２８年度の支給認定割合の実績から、支給認定割合の伸び率を算

出し、今後しばらくその伸び率で支給認定割合が高まるものとして平成３０年度以降の

支給認定割合を見込む。 

（３）見直し後の教育・保育の量の見込み

  補正後の推計児童数（１）及び支給認定割合（２）から平成３０年度以降の教育・保

育の量を見込む。

 年度 １号 ２号 
３号 

０歳児 １・２歳児

計画値 
Ｈ30 3,362 人 6,319 人 1,333 人 3,794 人

Ｈ31 3,200 人 6,300 人 1,350 人 3,800 人

見直し 
Ｈ30 2,934 人 6,967 人 1,512 人 4,400 人

Ｈ31 2,787 人 7,110 人 1,538 人 4,594 人

４．見直し後の量の見込みに対する確保方策

見直し後に見込まれる教育・保育の量を確保するためには、市全体の定員増加を図る

ことが必要であり、以下の表のとおり確保方策についても見直した。

（％）

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ27→Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

０歳 44.45 45.60 102.59 46.78 47.99 49.23

１・２歳 58.84 61.87 105.14 65.05 68.40 71.91

３～５歳（２号） 63.65 66.41 104.34 69.29 72.29 75.43

支給認定割合（実績） 伸び率 支給認定割合（見込み）
年齢

特定教育・
保育施設

確認を受け
ない幼稚園

地域型保育
事業

認可外 計

2,934 2,994 1,434 - 0 4,428 4,428 1,494 1,494

6,967 7,424 - - 243 7,667 9,152 700 2,185

０歳児 1,512 1,168 - 25 100 1,293 1,527 -219 15

１・２歳児 4,400 3,580 - 50 283 3,913 4,629 -487 229

特定教育・
保育施設

確認を受け
ない幼稚園

地域型保育
事業

認可外 計

2,787 3,646 620 - 0 4,266 4,266 1,479 1,479

7,110 7,640 - - 283 7,923 9,451 813 2,341

０歳児 1,538 1,186 - 28 110 1,324 1,561 -214 23

１・２歳児 4,594 3,706 - 66 323 4,095 4,836 -499 242

確保の内容②
確保の内容③
（定員適正化後）

確保と見込みの差

②－①

Ｈ３０年度

確保と見込みの差

（定員適正化後）

③－①

１号認定

２号認定

３号
認定

確保と見込みの差

（定員適正化後）

③－①

１号認定

２号認定

３号
認定

Ｈ３１年度

利用者区分
量の見込み
①

確保の内容②
確保の内容③
（定員適正化後）

確保と見込みの差

②－①

利用者区分
量の見込み
①
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５．具体的な確保方策の取り組みについて

（１）施設整備・民間の新規開設の支援（東部・南部）

①私立保育所等の新規開設による定員増加

   保育需要の多い地域において、新規に保育所等の開設を検討する法人に対し、情報

提供や施設整備補助等の支援を積極的に行う。

※現在、東部地域、南部地域において新規開設の意向あり

②私立保育所等施設整備による定員増加

   各施設からの施設整備要望を調査し、特に保育需要の多い地域において定員増加を

伴う施設整備を行う法人に対し、優先的に補助金を交付する。

※毎年３件程度の施設整備補助を継続的に実施

  ③公立保育所の建て替えによる定員増

   老朽化等による公立保育所の改築を計画的に実施するとともに、保育需要の多い地

域においては定員の増加を図る。

※平成２６年度から計画的に公立保育所の改築を実施（西田地方保育所、豊田保育所

で定員を増加）。今後も堀川保育所（平成３０年度完成予定）や愛宕保育所（平成３１

年度完成予定）の改築において、定員増加を予定している。

（２）保育事業への参入支援

  ①幼稚園の認定こども園への移行支援

   認定こども園への移行により、大幅な保育定員の増加が見込める私立幼稚園に対し、

移行を支援することで、幼稚園のノウハウや人材、設備を有効に活用しながら保育定

員の増加を図る。

※市内１８か所ある私立幼稚園に対し、認定こども園への移行を働きかけている。

  ②企業主導型保育事業の推進

   民間の資金や設備を活用することにより、社会全体で子育て環境の充実を図る取り

組みを推進する。商工労働部とも連携しながら、特に、一定規模以上の事業所を中心

に事業の実施を呼びかけていく。

※市内で２か所の実績あり。保育環境の充実は人材確保として企業側のメリットも大

きいことから、積極的な周知活動を行う。

  ③小規模保育事業の推進

   近年、特に保育ニーズが高い０～２歳児を対象として保育する小規模保育事業の実

施を支援する。連携施設の確保がネックとなることから市が積極的に支援する。

 ※現在、複数の事業者が新規開設の意向あり

（３）その他の事業の検討

今後とも計画に位置づけた事業を着実に推進するとともに、新たな財源の掘り起こ

しや、民間事業者等との連携強化による新しい確保方策等も検討していく。
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各区域における教育・保育の量の見込みと確保方策【見直し案】 

■ 市域全体総括表

区

域

計画
年度

利用者区分 
①量の
見込み

②確保の内容 

②－①

※1
定員適

 正化後
②-①

特定教
育･ 

保育施設

確認を
受けない
幼稚園

地域型
保育事業

認可外
保育施設

市
域
全
体

平成
27
年度

１号認定 2,694

2,212 2,862 ― ― 1,237 1,237
２号
認定

学校教育を
希望 

1,143

上記以外 6,375 6,614 ― ― 299 538 1,861

３号
認定

０歳児 1,286 1,133 ― 0 42 -111 116

１・２歳児 3,779 3,580 ― 42 145 -12 704

平成
28
年度

１号認定 2,571

3,010 1,981 － － 1,312 1,312
２号
認定

学校教育を
希望 

1,108

上記以外 6,356 6,652 － － 289 585 1,915

３号
認定

０歳児 1,301 1,140 － 0 42 -119 109

１・２歳児 3,784 3,597 － 44 135 -8 711

平成
29
年度

１号認定 2,448

3,635 1,356 － － 1,471 1,471
２号
認定

学校教育を
希望 

1,072

上記以外 6,338 6,563 － － 254 479 1,792

３号
認定

０歳児 1,317 1,134 － 3 42 -138 89

１・２歳児 3,789 3,577 － 80 135 3 718

平成
30
年度

１号認定 2,054

2,994 1,434 － － 1,494 1,494
２号
認定

学校教育を
希望 

880

上記以外 6,967 7,424 － － 243 700 2,185

３号
認定

０歳児 1,512 1,168 － 25 100 -219 15

１・２歳児 4,400 3,580 － 50 283 -487 229

平成
31
年度

１号認定 1,951

3,646 620 － － 1,479 1,479
２号
認定

学校教育を
希望 

836

上記以外 7,110 7,640 － － 283 813 2,341

３号
認定

０歳児 1,538 1,186 － 28 110 -214 23

１・２歳児 4,594 3,706 － 66 323 -499 242

※1  特定教育・保育施設の2号・３号枠の定員２割増により定員の適正化を行うことを想定した数値。 

※2,3 平成29年度における中間年の見直しにより修正した数値。 

※2

※3
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各区域における教育・保育の量の見込みと確保方策【現行】 

■ 市域全体総括表

区

域

計画
年度

利用者区分 
①量の
見込み

②確保の内容 

②－①

※
定員適
正化後
②-①

特定教
育･ 

保育施設

確認を
受けない
幼稚園

地域型
保育事業

認可外
保育施設

市
域
全
体

平成
27
年度

１号認定 2,694

2,212 2,862 ― ― 1,237 1,237
２号
認定

学校教育を
希望 

1,143

上記以外 6,375 6,614 ― ― 299 538 1,861

３号
認定

０歳児 1,286 1,133 ― 0 42 -111 116

１・２歳児 3,779 3,580 ― 42 145 -12 704

平成
28
年度

１号認定 2,571

3,010 1,981 － － 1,312 1,312
２号
認定

学校教育を
希望 

1,108

上記以外 6,356 6,652 － － 289 585 1,915

３号
認定

０歳児 1,301 1,140 － 0 42 -119 109

１・２歳児 3,784 3,597 － 44 135 -8 711

平成
29
年度

１号認定 2,448

3,635 1,356 － － 1,471 1,471
２号
認定

学校教育を
希望 

1,072

上記以外 6,338 6,563 － － 254 479 1,792

３号
認定

０歳児 1,317 1,134 － 3 42 -138 89

１・２歳児 3,789 3,577 － 80 135 3 718

平成
30
年度

１号認定 2,325

3,850 1,211 － － 1,699 1,699
２号
認定

学校教育を
希望 

1,037

上記以外 6,319 6,588 － － 184 453 1,771

３号
認定

０歳児 1,333 1,139 － 3 42 -149 79

１・２歳児 3,794 3,592 － 62 135 -5 713

平成
31
年度

１号認定 2,200

3,815 1,211 － － 1,826 1,826
２号
認定

学校教育を
希望 

1,000

上記以外 6,300 6,625 － － 184 509 1,834

３号
認定

０歳児 1,350 1,137 － 3 42 -168 59

１・２歳児 3,800 3,592 － 62 135 -11 707

※特定教育・保育施設の2号・３号枠の定員２割増により定員の適正化を行うことを想定した数 


